
建設工事における労働災害防止対策

令和６年４月

香川労働局



香川県内の建設業の労働災害発生状況の推移

2

6
7 7

6

4

2
3

2

5

8

2 2 2
3

2

6

2
3

2 1

14

17

20

11

15

12

8

12

10

18

8

10 10

6

13

8

6

12 11

6

4

1,410 1,410

1,506

1,365
1,410

1,262

1,182 1,177
1,128

1,160
1,119 1,118

1,095
1,118

1,143

1,238 1,233 1,213 1,249
1,183

1,212

226

239

268

213

188

161

148
155

131
138

159

136

110

138 139

154

137

107

152

129
131

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

5

10

15

20

25

30

35

40

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

死亡者数（建設業） 死亡者数（全産業） 死傷者数（全産業） 死傷者数（建設業）

(1,326)

(2,309)

(138)

(1,253)

(156)

(107)

(1,650)

(133)

1

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
（ （ ）内の数字は、新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を含む。）



香川県内の建設業の災害発生状況
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香川県内の建設業の災害発生状況
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香川県内における労働者の死亡災害一覧
発生
年月

業種
発生
時間帯

事故の型 年齢 発生状況

５．11月 土木工事 14時台 崩壊・倒壊 20歳代 地中に埋まった配管の更新工事において、被災者は深さ約２．５ｍ
掘削した中で管の接続を行っていたところ、掘削面が崩壊して土砂に
埋まったもの。

４．10月 建築工事 13時台 墜落・転落 60歳代 木造２階建て住宅の２階部分を解体する工事現場において、被災
者は高さ約７mの２階屋根に上がって２階屋根の垂木を取り外す作業
をしていたところ、地面に墜落したもの。

４．２月 建築工事 17時台 墜落・転落 40歳代 被災者は、塗装を行っていた工場の屋根の端部を移動中、バラン
スを崩し外部足場の手すりと足場板の間から約１５m下の地面に墜
落したもの。

３．８月 建築工事 14時台 墜落・転落 40歳代 被災者は工場屋根点検のため、スレート屋根に上り点検作業を
行っていたところ、被災者の足元のスレートが割れ、高さ約9.8mから
地上まで墜落したもの。

３．６月 土木工事 9時台 飛来・落下 40歳代 被災者は地面に掘った深さ２．１mの掘削構内で作業中、掘削面か
ら落下したコンクリート殻に当たったもの。

３．６月 土木工事 7時台 墜落・転落 40歳代 トラック荷台にあるドラグ・ショベルを被災者が運転して地上に降ろ
す作業中、ドラグ・ショベルが転落し、アームの下敷きになったもの。

２．８月 土木工事 16時台 交通事故 60歳代 工事終了後、工事看板を撤去するため、道路の反対側に軽トラック
を止め、被災者は道路を渡ろうと路肩で車が途切れるのを待ってい
たところ、走行中のワゴン車に激突されたもの。

２．７月 建築工事 8時台 墜落・転落 20歳代 建築物の解体作業現場において、足場を解体中、被災者は同足場
の7層目の作業床で作業をしていたところ、同作業床から約12m下の
地上に墜落したもの。
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香川県内における一人親方等の死亡災害一覧
発生
年月

業種
発生
時間帯

事故の型 年齢 発生状況

３.８月 役員 13時台 激突され 80歳代 一人作業で、ブルドーザーを運転して整地作業中、一旦停車し
て、エンジンを切らず降車しようとキャタピラに乗ったところ、走
行レバーに触れた為、停車から前進に切り替わり、キャタピラ上
から前進方向へ落下し、同車両にひかれたものと推測される。

元.10月 一人親方 9時台 崩壊・倒壊 40歳代 木造住宅内部の造作作業中、屋内で壁に寄り掛かった状態で
頭を垂れ座っている被災者が発見されたもの。
状況から、墨付け作業中、壁に立て掛けてあった石膏ボード10
枚の裏に墨付けを行うため、ボードを壁から起こし、ボードが壁
に倒れる過程で、頭部を激突したものと推測される。

元.9月 中小事業主 8時台 交通事故 50歳代 道路脇で建設中の木造住宅の付帯工事（進入路の拡張）にお
いて、型枠作業中、道路からはみ出してきた自動車に激突され
たもの。

31.2月 一人親方 10時台 墜落・転落 40歳代 工場屋根の防水工事において、墜落防止設備の設置を行って
いたところ、明り採りのワイヤ入りガラスを踏み抜き、約15メート
ル下に墜落したもの。

29.10月 中小事業主 12時台 墜落・転落 70歳代 Ｓ造平屋の倉庫のスレート屋根改修工事中、ビス打ちしてある
部分を目印に梁上を歩いていたところ、足が滑り、咄嗟に手を着
いたが、梁上でなかったため、スレートを突き破り、約８メートル
下に墜落したもの。

26.4月 一人親方 13時台 崩壊・倒壊 70歳代 家屋の風呂場の解体作業中、壁が崩れ、下敷きとなったもの。
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第14次労働災害防止計画（概要）令和5年（2023年）4月１日～令和9年（2028年）3月31日

【計画の目標】 重点事項における取組の進捗状況を確認する指標（アウトプット指標）を設定し、アウトカム（達成目標）を定める。

主なアウトプット指標 主なアウトカム指標

○労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

・転倒災害対策（ハード・ソフトの両面からの対策）に取り組む事業場の割合を50％以上とする。等 ・転倒の年齢層別死傷年千人率を男女ともその増加に歯止めをかける。

○高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

・ 「エイジフレンドリーガイドライン（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）」に基づく取組を実施する事業場
の割合を50％以上とする。

・60歳代以上の死傷年千人率を2027年までに男女ともその増加に歯止めをか
ける。

○労働者の健康確保対策の推進

・メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を2027年までに80％以上とする 等 ・仕事等に関する強い不安、ストレス等がある労働者の割合を50％未満とす
る。

死亡災害：５％以上減少 死傷災害：増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少

他、計８つの重点を定め対策を推進

自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

労働者の健康確保対策の推進

・安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価される環境整備（安全衛生に取り組むことによる経営や人材確保・育成の観点からの実利的なメリッ

ト等について周知）

・労働安全衛生におけるDXの推進（ウェアラブル端末等の新技術の活用及びその機能の安全性評価についてエビデンスの収集・検討） 等

・中高年齢の女性を始めとして高い発生率となっている転倒等につき、災害防止に資する装備や設備等の普及のための補助、開発促進を図る。

・介護職員の身体の負担軽減のための介護技術（ノーリフトケア）等の腰痛の予防対策の普及を図る。 等

・「エイジフレンドリーガイドライン（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）」に基づく対策の促進（エッセンス版の作成等による
周知啓発）

・メンタルヘルス対策・過重労働対策の推進 等

計画の重点対策
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第14次労働災害防止対策の概要

8つの重点対策

計画の方向性

 事業者の安全衛生対策の促進と社会的に評価される環境の整備を図っていく。そのために、厳しい経営環境等さまざまな事情が

あったとしても、安全衛生対策に取り組むことが事業者の経営や人材確保・育成の観点からもプラスであると周知する。

 転倒等の個別の安全衛生の課題に取り組んでいく。

 誠実に安全衛生に取り組まず、労働災害の発生を繰り返す事業者に対しては厳正に対処する。

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進①

自発的に安全衛生対策に取り組むための
意識啓発

社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、DXの推進

⑥
業種別の労働災害防止対策の推進

陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業

④
多様な働き方への対応や外国人労働者等の

労働災害防止対策の推進

⑦
労働者の健康確保対策の推進

メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

⑧
化学物質等による健康障害対策の推進

化学物質、石綿、粉じん、熱中症、騒音、電離放射線

②
労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動

に起因する労働災害防止対策の推進
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第14次労働災害防止計画 アウトプット指標とアウトカム指標

アウトプット指標（新設） アウトカム指標

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進（重点対策②）

 転倒災害対策（ハード・ソフト両面から）に取り組む事業場の割合を2027年ま

でに50％以上とする。

 卸売業・小売業／医療・福祉の事業場における正社員以外の労働者への安全衛

生教育の実施率を2027年までに80％以上とする。

 増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷年千人率を2022年と比較して2027年ま

でに男女ともその増加に歯止めをかける。

 転倒による平均休業見込日数を2027年までに40日以下とする。

 卸売業・小売業／医療・福祉の事業場における正社員以外の労働者への安全衛

生教育の実施率を2027年までに80％以上とする。（再掲）

 介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している事業場の割合を2023

年と比較して2027年までに増加させる。

 増加が見込まれる社会福祉施設における腰痛の死傷年千人率を2022年と比較し

て2027年までに減少させる。

（イ）高年齢労働者の労働災害防止対策の推進（重点対策③）

 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」に基づく高年齢労働

者の安全衛生確保の取組（安全衛生管理体制の確立、職場環境の改善等）を実

施する事業場の割合を2027年までに50％以上とする。

 増加が見込まれる60歳代以上の死傷年千人率を2022年と比較して2027年まで

に男女ともその増加に歯止めをかける。

（ウ）多様な働き方への対応、外国人労働者等の労働災害防止対策の推進（重点対策④）

 母国語に翻訳された教材や視聴覚教材を用いる等外国人労働者に分かりやすい

方法で労働災害防止の教育を行っている事業場の割合を2027年までに50％以上

とする。

 外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに全体平均以下とする。

（エ）業種別の労働災害防止対策の推進（重点対策⑥）

 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置

を実施する陸上貨物運送業等の事業場（荷主となる事業場を含む。）の割合を

2027年までに45％以上とする。

 陸上貨物運送事業における死傷者数を2022年と比較して2027年までに５％以

上減少させる。

 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む建設業の事業場

の割合を2027年までに85％以上とする。

 建設業における死亡者数を2022年と比較して2027年までに15％以上減少させ

る。

 機械による「はさまれ・巻き込まれ」防止対策に取り組む製造業の事業場の割

合を2027年までに60％以上とする。

 製造業における機械による「はさまれ・巻き込まれ」の死傷者数を2022年と比

較して2027年までに５％以上減少させる。

 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置

を実施する林業の事業場の割合を2027年までに50％以上とする。

 林業における死亡者数を、伐木作業の災害防止を重点としつつ、労働災害の大幅

な削減に向けて取り組み、2022年と比較して2027年までに15％以上減少させる。



アウトプット指標（新設） アウトカム指標

（オ）労働者の健康確保対策の推進（重点対策⑦）

 企業における年次有給休暇の取得率を2025年までに70％以上とする。

 勤務間インターバル制度を導入している企業の割合を2025年までに15％以上

とする。

 週労働時間40時間以上である雇用者のうち、週労働時間60時間以上の雇用者

の割合を2025年までに５％以下とする。

 メンタルヘルス対策に取り組む事業者の割合を2027年までに80％以上とする。

 使用する労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割

合を2027年までに50％以上とする。

 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み、ストレスがあるとする

労働者の割合を2027年までに50％未満とする。

 各事業場において必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合を

2027年までに80％以上とする。

ー

（カ）化学物質等による健康障害防止対策の推進（重点対策⑧）

 労働安全衛生法第57条と第57条の２に基づくラベル表示・安全データシート

（ＳＤＳ）の交付の義務対象となっていないが、危険性又は有害性が把握され

ている化学物質について、ラベル表示・ＳＤＳの交付を行っている事業場の割

合を2025年までにそれぞれ80％以上とする。

 労働安全衛生法第57条の３に基づくリスクアセスメントの実施の義務対象と

なっていないが、危険性又は有害性が把握されている化学物質について、リス

クアセスメントを行っている事業場の割合を2025年までに80％以上とすると

ともに、リスクアセスメント結果に基づいて、労働者の危険又は健康障害を防

止するため必要な措置を実施している事業場の割合を2027年までに80％以上

とする。

 化学物質の性状に関連の強い死傷災害（有害物等との接触、爆発、火災による

もの）の件数を第13次労働災害防止計画期間と比較して、2023年から2027年

までの５年間で、５％以上減少させる。

 熱中症災害防止のために暑さ指数を把握し活用している事業場の割合を2023

年と比較して2027年までに増加させる。

 増加が見込まれる熱中症による死亡者数の増加率※を第13次労働災害防止計画

期間と比較して減少させる。
※当期計画期間中の総数を前期の同計画期間中の総数で除したもの

上記のアウトカム指標の達成を目指した場合、労働災害全体としては、少なくとも以下のとおりの結果が期待される。

・死亡災害については、 2022年と比較して2027年までに５％以上減少する。

・死傷災害については、2021年までの増加傾向に歯止めをかけ、死傷者数については、 2022年と比較2027年までに減少に転ずる

第14次労働災害防止計画 アウトプット指標とアウトカム指標
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１ 墜落・転落防止対策
（ア）足場等からの墜落・転落防止対策
（イ）はしご・脚立からの墜落・転落防止対策
（ウ）墜落制止用器具の適切な使用
２ 自然災害の復旧・復興工事における労働災
害防止貞作

３ 建設工事の現場等における荷役災害防止対策
４ 山岳トンネル工事における安全対策
５ 転倒災害の防止
６ 交通労働災害防止対策

７ 建設工事の現場等で交通誘導等に従事する
労働者の安全確保

８ 車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防
止対策
９ 専門工事業者等の安全衛生活動支援事業
10 高年齢労働者等の労働災害の防止
11 外国人労働者に対する労働災害防止対策
12 一人親方等の安全衛生対策
13 伐木等作業の安全対策
14 安全な建設機械の普及

15 建設工事関係者連絡会議の運営等
16 建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

令和６年度 建設業における安全衛生対策 【概要】

１．安全対策

１ 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
２ 建設業における安全衛生教育の推進

３．その他の安全衛生に係る対策

（関連通達）
「令和６年度における建設業の安全衛生対策の推
進について（要請）」（R６.3.29付け 基安安発0329第５号、
基安労発0329第２号、基安化発0329第２号）

１ 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進
２ 熱中症対策
３ じん肺予防対策
４ 騒音障害防止対策

５ 化学物質による健康障害防止対策
６ 石綿健康障害予防対策
７ 危険有害な作業を行う場合の請け負わせる一人
親方等への措置

２．健康確保対策・化学物質等対策

⇒下線部の項目について、次ページから説明
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一側足場の例 （（一社）仮設工業会より提供）

足場に関する改正労働安全衛生規則について

12

（1－１－（ア）関係）



「手すり先行工法等に関するガイドライン」の改正について

• 足場の組立て、解体又は変更の作業における手すり先行工法の普及促進を図ることにより、労働者の足場からの墜落等を防止す
ること。

• くさび緊結式足場の普及、最新の技術基準や、足場に係る法令改正を反映すること。

ガイドラインの目的・改正の主旨

３．足場に係る法令改正の反映
○ 足場の組立て作業の業務に係る特別教育の追加
○ 墜落制止用器具に係る法令改正の反映
・ 「安全帯」→「要求性能墜落制止用器具」
・ フルハーネス型墜落制止用器具の使用に係る特別教育の追加

○ 足場の点検に係る法令改正等の反映
・ 点検後に記録すべき事項に点検者の氏名を追加
・ 組立て等後点検実施者として、足場の組立て等作業主任者で能力向
上教育を受講した者等を推奨

１．直近の足場の使用状況の反映

○ くさび緊結式足場の普及の反映
・ 近年、主流となっているくさび緊結式足場について、その使用に当
たっての留意事項等を追記

○ 手すり先行工法の最近のトレンドの反映
・ 近年では、 「手すり先送り方式」 に代わり「手すり据置方式」による
手すり先行工法が主流となっていることを反映

２．足場部材の最新の技術基準等の反映

・ （一社）仮設工業会による、足場部材の最新の技術基準（くさび緊結式足
場用先行手すり、安全ネット等）の反映

主な改正内容

くさび緊結式足場の例 わく組足場の例

建てわく 手すりわく

建てわく（門型の部材）と手す
りわくを組み合わせて組み立
てる足場。

強度に優れているが、建てわ
くは門型に溶接されているた
め、部材の重量が重い上、狭
小な現場、複雑な形状に対応
することが困難。

緊結部付き支柱

くさび式緊結部付き支柱とそ
の他足場部材のくさび部で緊
結し、組み立てる足場。

強度に優れている上、１つ１つ
の部材が軽量であり、狭小な
現場、複雑な形状に対応する
ことが容易。

13

（1－１－（ア）関係）



「墜落・転落」×「はしご等」災害に対する対策（建設業） （1－１－（イ）関係）
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貨物自動車における荷役作業時の墜落・転落災害防止措置等に係る
改正労働安全衛生規則について

運転位置から離れる場合の措置が一部改正されます3

テールゲートリフターの操作者に対し、学科教育4時間、実技教育2時間の安全衛生に係る特別の教育を行うことが必要になります。

これまで最大積載量5トン以上の貨物自動車を対象としておりましたが、新たに最大積載量2トン以上5トン未満の貨物

自動車において、荷役作業時の昇降設備の設置及び保護帽の着用が義務づけられます（一部例外あり）。

運転席から離れてテールゲートリフターを操作する場合において、原動機の停止義務が除外されます。

なお、その他の逸走防止措置は引き続き必要です。

昇降設備の設置及び保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲が拡大されます１

テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への特別教育が義務化されます２ R6.2.1
施行

R5.10.1
施行

R5.10.1
施行

科 目 範 囲 時 間

学科教育

テールゲートリフターに関する知識
・テールゲートリフターの種類、構造及び取扱い方法

・テールゲートリフターの点検及び整備の方法
1.5時間

テールゲートリフターによる作業に
関する知識

・荷の種類及び取扱い方法
・台車の種類、構造及び取扱い方法
・保護具の着用

・災害防止

2時間

関係法令 ・労働安全衛生法令中の関係条項 0.5時間

実技教育 ・テールゲートリフターの操作の方法 2時間

2t未満 2t以上 5t未満 5t以上 備 考

床面から荷の上又は荷台ま

での昇降設備の設置 △ ● ○
高さ1.5mを超える箇所で作業を行うときは、

安衛則第526条第1項の規定に基づき、原則と

して昇降設備の設置が義務付けられています。

墜落による危険を防止する

ための保護帽の着用 △
●

○
高さ2m以上の箇所で作業を行うときは、安衛

則第518条の規定に基づき、墜落による危険を

防止するための措置を講じる必要があります。△

○：現行の規則

●：新設

△：望ましい措置

15

（1－３関係）



「転倒」災害に対する対策① （1－5関係）
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「転倒」災害に対する対策② （1－5関係）
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 車両系建設機械を運転中に機械と一緒に墜落・転落し、運転者が死亡した災害が、令和３年に10件発生している。

すべての災害が不安定の場所から崖下、河川、調整池等に墜落・転落したものであった。

 労働者に車両系建設機械を使用させる場合は、安衛則に基づき、運行経路等を示した作業計画を定め、関係労働

者に周知するとともに、転倒又は転落により労働者に危険が生じるおそれのある場合は、誘導者を配置するなど、

必要な安全対策を講じること。

ドラグ・ショベルが山道から転落

ドラグ・ショベル（機体質量1.5t、履帯全幅1m、以下「ＤＳ」と

いう。）を用いた掘削作業をＡの指示のもと行っていたが、作

業終盤にＡがその場を離れた直後、ＤＳごと路肩から谷側に

転落し、ＤＳから振り落とされ、ＤＳの下敷きになって死亡し

た。山道は幅員1.6mでコンクリート舗装されていたが、約8度

勾配があった。

・車両系建設機械の転落の防止措置を講じること。

・車両系建設機械を使用するときには常時誘導者を配置すること

土砂の除去作業中に路肩から転落

原石の積み込み場から約70mの高さのところにＤＳ2台を乗り入れ

て、堆積土砂を崖下に落とす作業をしていたところ、被災者がＤＳ

ごと崖下に転落し、ＤＳから投げ出され死亡した。崩壊しやすい状

態にあった路肩に近寄りすぎてＤＳごと約70m下に転落したものと

推定される。

対
対策対策

作業計画なし作業計画なし

車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防止対策
出所：職場の安全サイト

・車両系建設機械の転落の防止措置を講じること。

・車両系建設機械を使用するときには常時誘導者を配置すること

（1－８関係）
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（1－８関係）
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外国人労働者が安全で安心して働く職場環境の整備が喫緊の課題
→ 外国人労働者に対して適切な安全衛生教育等が実施できるよう事業者に対する指導・支援が必要

※令和元（平成３１）年度実施外国人労働者向け安全衛生教育用教材の作成

リーフレット・視聴覚教材等の作成（建設業）

特定技能外国人労働者の受入れ11業務に関連する主な作業（約50作業）について、日本語のほか10言語でリーフレット・視聴覚教材を作成。

※ 建設業では、①型枠施工業務、②左官業務及び内装仕上げ業務、③コンクリート圧送業務、④トンネル推進工業務、建設機械施工業務及び土工業
務、⑤屋根ふき業務、⑥電気通信業務、⑦鉄筋施工業務及び鉄筋継手業務の7業務で教材を作成。
各業務ごとにそれぞれの業務で実施される作業のテキスト（5作業程度）と共通テキスト（建設現場一般、メンタルヘルス対策、熱中症対策、電離放射
線障害防止対策）を作成。

【言語】10言語
（英語、中国語、ベトナム語、タガログ語、カンボジア語、インドネシア語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語及びモンゴル語）

・建設業に従事する外国人労働者向け教材（厚生労働省ＨＰ）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10973.html#JAPANISE

建設業における外国人労働者の安全衛生対策の確保

○2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた競技施設の建設や、首都圏を中心としたインフラ整備、再開発等の建設投資
が増大。

○一方、新卒者は建設業にそれほど入職せず、若年労働者は減り続けている。

○この不足を補うために「外国人建設就労者」の就労が進んでいる。

○これに伴い、労働者死傷病報告で把握できた外国人労働者の労働災害は増加傾向。

○平成31年４月に、新たな在留資格（特定技能）が創設され、建設業を含む14分野（※）で外国人材の受入れが始まり、一層、外国人労働者の労
働災害防止対策の推進が必要。

（※）介護業、ビルクリーニング業、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設業、造船・舶用工業、自動車整備業、航空業、宿泊業、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業

（1－11関係）
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○「建設業の一人親方に対する安全衛生教育支援事業」（委託事業）の実施（平成30年度～）

・一人親方に対する安全衛生教育（研修会）の実施（平成30年度～）

令和２年度実績：全国で開催21回、受講者数736人

令和３年度（予定）：受講者数630人程度

・ 現場への巡回指導（令和元年度～）

令和２年度実績：2,066現場

令和３度（予定）：年間2,400人日（指導員の活動）

※上記に併せて、①一人親方に対する安全衛生教育用テキストの作成、②一人親方向けに、安全衛生対策のポイントをまとめた
パンフレット（１０万部）の作成・配布

・ 一人親方に多い作業内容での安全のポイント
・ 一人親方が発生させる可能性が高い災害事例などを掲載

≪一人親方等の死亡災害発生状況≫ ≪安全衛生教育用テキスト≫
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高度安全機械補助金

近年、機械による事故の防止をサポートする様々な技術開発が行われているところであるが、産業現場の車両系建設機械においてもこ
れらの技術を活用し労働災害の防止を推進することが重要である。しかし、資力の乏しい中小事業者等においては、これらの導入は困難
であるため、令和６年度も継続して、中小事業者等を対象として、高度な安全性能を有する車両系建設機械の導入等のための経費の一
部を補助する標記事業を実施予定。

補助対象の費用

高度な安全機能を有する車両系建設機械の導入等のために
要する費用
（補助対象経費の1/2又は基準額のいずれか低い方を補助）

建設業労働
災害防止協会

高度安全機械等
導入事業者

（中小事業者等）

補助金

指定された対象機械を導入する
中小事業者等に対し、審査の
上、交付決定

安全機能を有する機械を指定

高度安全機械補助金

22
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（２－２関係）

23



STOP!熱中症 クールワークキャンペーン

令和６年

「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」

（5月1日～9月30日）における、

・重点的な取り組みの推進

・都道府県労働局、各労働基準監督署における事業者向けリーフレットの配布

・職場における熱中症予防に関するポータルサイトの整備

（２－２関係）
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ずい道等建設労働者健康情報管理システム

第１０次粉じん障害防止総合対策

粉じん作業を伴うずい道等建設工事を施行

する事業者は、ずい道等建設労働者が工事毎

に就業先を変えることが多い状況に鑑み、事

業者が行う健康管理や就業場所の変更等、就

業上適切な措置を講じやすくするために、平

成 31 年３月に運用を開始した健康情報等の

一元管理システムについて、労働者本人の同

意を得た上で、労働者の健康情報等を登録す

るよう努めること。

第１４次労働災害防止計画

トンネル工事を施工する事業者は、所属す

る事業場が転々と変わるトンネル工事に従事

する労働者の健康管理を行いやすくするた

め、「ずい道等建設労働者健康管理システ

ム」に、労働者のじん肺関係の健康情報、有

害業務従事歴等を登録する。

（２－３関係）
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騒音障害防止ガイドラインの改正

厚生労働省では、1992年にガイドラインを定め、騒音障害の防止に努めているが、「騒音

性難聴」は、建設業を中心に未だ後を絶たない。

10年間で約3,000件認定

（２－４関係）
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騒音障害防止のためのガイドライン改訂

騒音障害防止対策は、取組が進んでいる業種はあるものの、騒音障害防止対策の対象となる作業

場において広く浸透しているとは言い難く、更なる対策を進める必要がある。また、旧ガイドライン策定

後における技術の発展や知見の蓄積もある。これらを踏まえ、騒音障害防止のためのガイドラインを改

訂。

（２－４関係）

27



労働安全衛生法における新たな化学物質規制の概要

（限られた数の）特定の化学物質に対して

（特別則で）個別具体的な規制を行う方式

危険性・有害性が確認された全ての物質を対象と

して、以下を事業者に求める。

 ばく露を最小限とする（危険性・有害性が確

認されていない物質については、努力義務）

 国が定める濃度基準がある物質は、ばく露の

程度が濃度基準以下になる

 これらを達成するための手段については、リ

スクアセスメントの結果等に基づき、事業者

が適切に選択する

特別則で未規制の物質

を主眼として

（２－５関係）
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施行期日
2023(R5).4.1 2024(R6).4.1

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

ばく露を最小限度にすること
（ばく露を濃度基準値以下にすること）

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存

皮膚等障害化学物質への直接接触の防止
（健康障害を起こすおそれのある物質関係）

衛生委員会付議事項の追加

化学物質によるがんの把握強化

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存

化学物質労災発生事業場等への監督署長による指示

リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作成等

がん原性物質の作業記録の保存

実
施
体
制
の

確
立

化学物質管理者・保護具着用責任者の選任義務化

雇入れ時等教育の拡充

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大

情
報
伝
達
の
強
化

ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化

「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新

通知事項の追加及び含有量表示の適正化

事業場内別容器保管時の措置の強化

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大

管理水準良好事業場の特別規則適用除外

特殊健康診断の実施頻度の緩和

第三管理区分事業場の措置強化

2022(R4).5.31(公布日)施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

（２－５関係）
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石綿障害予防規則等の改正のポイント

（令和２年７月公布※令和５年１月公布反映版）

※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

改正前 改正後 ※下線部分が改正内容

レベル１
石綿含有吹付け材

レベル１

石綿含有吹付け材

レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材 レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材

レベル３
スレート、Pタイル、
けい酸カルシウム板1種等
その他石綿含有建材

けい酸カルシウム板1

種※２（破砕時）

（令和２年10月施行）

仕上げ塗材（電動工具

での除去時）

（令和３年４月施行）

レベル３

スレート、Pタイル等

その他石綿含有建材

・情報提供・事前調
査結果を踏まえた費
用等の配慮（発注者）
（令和３年４月施行）

・事前調査
※調査方法を明確化
（令和３年４月施行）

・資格者による調査
（令和５年10月施行※工作物の事
前調査は令和８年１月施行）

・調査結果の３年保存

、現場への備え付け
（令和３年４月施行）

・作業計画

・作業状況等の写真
等による記録・３年
保存
（令和３年４月施行）

・掲示

・湿潤な状態にする

・マスク等着用

・作業主任者の選任

・作業者に対する特
別教育

・健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時、
変更時点検
（令和３年４月施行）

作業開始前、
中断時の負圧
点検
（令和３年４月施行）

隔離解除前の
取り残し確認
（令和３年４月施行）

等

計
画
届
（
レ
ベ
ル
２
も
計
画
届
）※

十
四
日
前

（
令
和
３
年
４
月
施
行
）

隔離
※負圧は不要

けい酸カルシウム板1種※２

(破砕時)(令和２年10月施行)

仕上げ塗材(電動工具での

除去時)(令和３年４月施行)

事
前
調
査
結
果
等
の
報
告
（
一
定
規
模
以
上
の
工
事※

１

が
対
象
）
（
令
和
４
年
４
月
施
行
）

情報提供・費
用等の配慮
（発注者）

事前調査

作業計画

掲示

湿潤な状態に
する

マスク等着用

作業主任者の
選任

作業者に対す
る特別教育

健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時
点検

作業開始前の
負圧点検

等

計
画
届※

十
四
日
前

作
業
届※

工
事
開
始
前

（２－６関係）
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石綿障害予防規則等の改正のポイント
（２－６関係）
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最高裁判決を踏まえた一人親方等の保護に関する法令改正について

省令改正の基本方針

○ 建設作業で石綿（アスベスト）にばく露し、肺がん等に罹患した元労働者や一人親方が、国を
相手取り、規制が十分であったかが争われた「建設アスベスト訴訟」の最高裁判決において、石綿
の規制根拠である安衛法第22条は、労働者だけでなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する
趣旨との判断がされた。これを踏まえ、同条に基づく省令の規定について、以下の方針で改正した。

危険有害な作業を行う事業者は、以下の措置を講じなければならないこととする。

① 労働者以外の者にも危険有害な作業を請け負わせる場合は、請負人（一人親方、下請業者）に
対しても、労働者と同等（※）の保護措置を実施すること。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（他の作業を行っている一人親方や他社の労働者、資材搬
入業者、警備員など、契約関係は問わない）に対しても、労働者と同等（※）の保護措置を実施す
ること。

○ 安衛法第22条に基づいて規定されている計11の省令（石綿障害予防規則、有機溶剤中毒予防規則、
特定化学物質障害予防規則など）を改正した。

元請（ゼネコン）

同じ作業場所にいる
・一人親方
・他社の労働者
・資材を搬入する業者
・警備員 など

保護措置同じ作業場所にいる
自社の労働者

保護措置

危険有害作業

労働者 請負人（一人親方、下請業者）

同じ作業場所
※赤色が新たに義務付ける措置

保護措置 保護措置

事業者

（※）事業者は、一人親方等に対して指揮命令関係にないことなどから、同一の措置は困難な場合、それに代わる措置を求めることとす
る。

請負契約

②

①

（２－７関係）
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保護対象の見直し

改正方針の具体的内容

① 危険有害な作業を請け負う請負人（一人親方、下請業者）に対する保護措置の主な内容

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（一人親方など）に対する保護措置の主な内容

労働者に対する措置
（現行法令の規定内容）

請負人に対する措置
（新たに追加する規定内容）

有害物の発散防止の装置等の稼働 作業中に稼働させる義務
請負人のみが作業する時も稼働させ
る、使用を許可する等配慮する義務

マスク等の保護具の使用 保護具を使用させる義務
保護具の使用が必要である旨を周知
する義務

安全確保のための作業方法の遵守 作業方法を遵守させる義務
作業方法の遵守が必要である旨を周
知する義務

作業終了時の身体の汚染除去等 汚染を除去させる義務
汚染除去が必要である旨を周知する
義務

労働者に対する措置
（現行法令の規定内容）

同じ作業場所にいる労働者以外の者に対する措
置

（新たに追加する規定内容）

危険箇所への立入禁止 立入を禁止する義務 立入を禁止する義務

特定の場所での喫煙・飲食禁止
喫煙・飲食を禁止する義
務

喫煙・飲食を禁止する義務

危険性等に関する掲示 掲示して知らせる義務 掲示して知らせる義務

事故発生時の退避 退避させる義務 退避させる義務

請
負
人
に
指
揮
命
令
は

で
き
な
い
た
め
周
知
義
務

○ 上記内容の省令改正案については、１月31日の労働政策審議会安全衛生分科会で答申が得られたことから、令和
４年４月15日に改正省令を公布され、令和５年４月１日に施行。

（２－７関係）
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ご安全に。


